
■国が何でも秘密に指定
　「特定秘密」に指定するのは「防衛」「外交」「特定
有害活動の防止」「テロリズムの防止」の４つの分野
です。国が勝手に指定するため、何が「秘密」か、
それ自体が秘密なのです。
　「防衛」といっても既に自衛隊法などがあり、新し
い法律を作らなければならない状況にはありません。
「外交」といえば、経済、産業、金融、保険・衛生、
環境など、安全保障とかかわりがあると解釈すれば
さまざまな情報が対象になってしまいます。今、Ｔ
ＰＰ交渉の内容も秘密のままで進められてきたよう
に、生活に関わる情報でも多くが「秘密」になって
しまうでしょう。
　
■原発事故の情報も秘密に
　もっと恐ろしいのは、「特定有害活動の防止」「テ
ロリズムの防止」の分野です。そもそも、既存の法律
で対応している内容ですが、今回、特定秘密保護法
に加えることで、拡大解釈によって秘密の対象を警
察の活動全般に拡大する狙いがあります。原発の安
全性や事故による放射線量、感染症や食品の安全、
事故や災害などの情報が、「特定有害活動の防止」「
テロリズムの防止」を理由に、秘密にされかねませ
ん。

■プライバシーがなくなる
　もう一つ重大な問題は、秘密を取り扱う人たちが
国や都道府県警に調査・監視される「適性評価制度」
です。情報を漏らす恐れのある人物かどうかを、本
籍、親族、学歴・職歴、外国への渡航歴、犯罪・懲
戒の経歴、信用状態、薬物・アルコールの影響、精神

疾患などを調べて評価します。調査対象が、家族、
恋人、友人へと際限なく広がっていくおそれがあり
ます。

■マスコミの取材でも逮捕？
　処罰の対象になるのは公務員だけではありません。
国や自治体から業務や調査を委託される民間企業や
大学の研究者や技術者も秘密の取り扱い者とみなさ
れます。
　こっそり秘密を漏らすという場合だけでなく、関
係者などへの報告、記事や論文の執筆も罪になりま
す。秘密漏えいに至らない「未遂」も、誤って漏ら
してしまった「過失」も対象です。市民運動などで情
報に接近したり、報道機関の取材・報道も、「共謀」
や「教唆」（そそのかし）と見なされる可能性があり
ます。
　秘密と知らないまま取材した新聞記者が逮捕され、
取材の相談が共謀とされ、取材を指示した上司が教
唆の罪に問われ、新聞社が捜索される   　という事
態が起これば、国民の目と耳は奪われることになる
でしょう。

■軍事一体化でアメリカが要求
　2010年秋、尖閣列島周辺での巡視船と中国漁船の
衝突事件の映像公開問題をきっかけに、民主党政権
のもとで「秘密保全法制」の検討が始まったとされ
ていますが、実は自公政権の時、07年から準備は始
まっていました。日米軍事一体化を進めるために、
アメリカが情報の管理の徹底を要求したからです。
　安倍内閣は今年秋の臨時国会で、継続審議となっ
ている「国家安全保障会議（日本版ＮＳＣ）設置法案」

とともに特定秘密保護法を成立させようとしていま
す。政府はさらに集団的自衛権を行使できるように
と、「国家安全保障基本法」の制定や内閣法制局の長
官を代えて、憲法解釈の変更をもくろんでいます。
　「アメリカとともに世界中で戦争のできる国」を目
指す動きが着々と進められているのです。

（文責・Ｓｔｏｐ！秘密保護法共同行動）
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